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亀田向陽住宅
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ｸﾞﾘｰﾝﾀｳﾝ竹尾…国の「高齢者向け優良賃貸住宅制度要綱」に基づく助成事業

601,001～
～　　601,000

　487,001～
～　　487,000

7分位 裁量

所得上限

1 所得要件の比較

市営住宅 高優賃 特定優良賃貸住宅
所得月額
（円／月）

所得月額
（円／月）

6
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学
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了
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，
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が
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ど

～　　322,000
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～　　259,000

グ

裁量 裁量
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居
・
所
得
要
件
無
し
・
補
助
無
し

原則 原則

配
慮
入
居
・
所
得
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件
無
し
・
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無
し

2
1
年
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月
１
日
以
降
に
供
給
計
画
の
変
更
を
行
っ
た
住
宅
に
適
用
・
所
得所得上限

緩和世帯 同居親族
持ち家無し

4分位 4分位

原則 原則

改良

原則階層

　裁量階層　　（居住の安定を図る必要がある者(障がい者・高齢者等)）

　　　 〃　　　　（国土交通省令で定める居住の安定を図る必要がある者）

単身入居可・5年の定期借家

※新基準 　平成21年４月１日以降に供給計画の変更を行った住宅のみ適用される

～　　214,000
特優賃に住
んでいない

～　　200,000

～　　158,000
～　　153,000

～　　123,000 ～　　123,000

～　　104,000

0　　　　～　 0　　　　～　

　配慮入居者 （居住用の住宅を必要とし，新潟市が定める要領に掲げる要件に該当する者）

公営・第３種 ※新基準 旧基準 ※新基準 旧基準

グ
リ
ー
ン
タ
ウ
ン
竹
尾

グ
リ
ー
ン
タ
ウ
ン
竹
尾

裁量

裁量

原則

原則 原則所
得
要
件
無
し

世帯主が

40才以下
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住環境政策課
２－１　　市営住宅管理戸数及び建設状況

住表‐2-1

管理戸数（各年4月1日現在） （単位：戸）

平成12 平成13 平成14 平成15 平成16 平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28

公　営　住　宅 4,128 4,093 4,162 4,098 4,129 4,746 4,842 4,838 4,859 4,844 4,813 4,849 4,805 4,800 4,743 4,824 5,443

改　良　住　宅 768 768 768 768 768 768 768 768 768 768 768 768 768 768 768 768 768

第 　　３　 　種 2 2 2 2 2 3 36 36 36 35 35 35 35 34 34 33 33

特　定　公　共
賃　貸　住　宅

4 4 4

住　  宅 　  計 4,898 4,863 4,932 4,868 4,899 5,517 5,650 5,646 5,667 5,647 5,616 5,652 5,608 5,602 5,545 5,625 6,244

店　　　　　　舗 96

建設着工戸数（各年度） （単位：戸）

平成12 平成13 平成14 平成15 平成16 平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26 平成27 平成28

公　営　住　宅 99 31 131 30 24 34 52 54 16 71 20

改 良 住 宅改　良　住　宅

第 　　３　 　種

特　定　公　共
賃　貸　住　宅

住　  宅 　  計 99 31 131 30 24 34 52 54 16 71 20
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２－２　　市営住宅管理戸数（除却，新設年度別内訳）

住表‐2-2

除却戸数 新設戸数 除却戸数 新設戸数 除却戸数 新設戸数 除却戸数 新設戸数 除却戸数 新設戸数 除却戸数 新設戸数 除却戸数 新設戸数 除却戸数 新設戸数 除却戸数 新設戸数

公　営 3 24 4,859 19 4 4,844 31 4,813 34 70 4,849 92 48 4,805 43 38 4,800 57 4,743 10 91 4,824 4 623 5,443

改　良 768 768 768 768 768 768 768 768 768

第３種 36 1 35 35 35 35 1 34 34 1 33 33

特定公
共賃貸

4 4

合　計 3 24 5,667 24 4 5,647 31 5,616 34 70 5,652 92 48 5,608 44 38 5,602 57 5,545 11 91 5,625 4 623 6,244

鷲ノ木 藤見町2E 寺尾第３ 新金沢町 小須戸文京町 小須戸文京町 小須戸文京町 新津田島 新鯵潟 新津田島 新津田島 中野第1 巻1区第1 物見山第1 亀田東町 ※4/1県営移管

　　木造２戸
　(用途廃止)

　公営24戸
　　　　公営6戸

（用途変更）
　　　公営4戸

　公営27戸 　　公営24戸 　　公営34戸 　公営15戸 　公営16戸 　　公営11戸 　公営22戸 　公営16戸 　　公営8戸 　　公営8戸 　　公営1戸
汐見台
　公営128戸

結 天神町　 新鯵潟 　　公営36戸 天ヶ沢 　公営32戸 鯵潟 　公営16戸 中野第2 巻1区第2 亀田向陽 天神町
小針
　　公営18戸

　　　公営2戸 　　公営2戸 　　公営4戸 　公営37戸 　　公営14戸 　　公営6戸 　　3種1戸 　公営71戸 　　公営3戸
小針西
　　公営36戸

亀田東町
天神町 松浜町　 亀田水道町 小須戸新栄町 　　　3種1戸 結 天神町 巻１区

小針ケ丘
　　公営18戸

　　木造１戸
　　公営11戸 　　公営2戸 　　公営1戸 　公営22戸 戸頭 　公営21戸 　　公営2戸 　公営12戸

石山第１
　公営140戸

巻12区

天神町
　　　公営2戸

新鯵潟
　 　公営12戸

　　公営12戸
松浜町
（寿楽園）

石山第２
　公営210戸

　　　　 ３種1戸 亀田東町
　　　公営3戸

巻１区第１
     公営2戸

菱潟
　　　公営6戸

　公営12戸 藤見町第１
Ｃ号棟
　　公営73戸

新金沢町
（用途変更）

松浜町
2種木造
　　　公営2戸

（木平）
　　　公営2戸

特定公共賃貸住宅

　　　　　　　　　4戸
栄町
　　　公営1戸

　　

平成19年度
区　　分

　　　　平成24年度管理戸数
H20.4.1

管理戸数
H21.4.1

管理戸数
H23.4.1

　　　　平成21年度　　　　平成20年度 　　　　平成26年度管理戸数
H24.4.1

　　　　平成25年度管理戸数
H22.4.1

管理戸数
H25.4.1

住環境政策課

　　　　平成27年度 管理戸数
H28.4.1

管理戸数
H26.4.1

　　　　平成23年度 管理戸数
H27.4.1

　　　　平成22年度

戸 　　公営1戸

天神町
　　　公営1戸

○平成２７年度除却戸数及び平成２８年４月１日管理戸数は見込み数
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住環境政策課

３　市営住宅構造別及び目的別管理戸数一覧表

住表‐３

木　造 簡　平 簡　２ 特　耐 中　耐 高　耐 計 老人向 母子向 身障者向
老　人
同居向

多家族向
視覚障が
い者向

LSA用

326 294 106 3,436 1,281 5,443 97 24 52 49 51 6

676 92 768

21 10 1 1 33 1 1

347 294 116 4,113 1,374 6,244 97 24 52 49 52 6 1

○ 特定目的

合　　　　計

平成28年４月１日現在

特　定　公　共
賃　貸　住　宅

第 　　３　 　種

改　良　住　宅

公　営　住　宅

区　　分

構　　　　　　　造 特定目的（再掲） その他（再掲）

                 亀田向陽（シルバーハウジング）（24戸）

母子向：宮浦（24戸）

身がい者（身体・視覚）向：川岸町（4戸）・稲荷町（視5戸）・小針第2（3戸）・中山（4戸）・藤見第1（6戸）・藤見第2（９戸）・曽野木（7戸，視2戸）・窪田町（4戸）・関屋大川前（3戸）

　　 小須戸文京町（2戸）・新鯵潟(3戸）

○ その他目的住宅

老人同居向：曽野木（44戸）・大山台（5戸）

多家族向：桃山町第1（1戸）・秋葉通（3戸）・藤見町第1（3戸）・船江町（6戸）・石山（13戸）・石山第1(4戸）・石山第2（22戸）

視覚障がい者向：曽野木（2戸）・西湊町通１ノ町（1戸）・窪田町（2戸）・藤見町第2（1戸）

○ 入居申し込み窓口

母子向住宅　→　各区役所健康福祉課（所管課：こども未来課）　…　宮浦24戸

身体障がい者（身体・視覚）向住宅　→　各区役所健康福祉課（所管課：障がい福祉課）　…　58戸（特目52戸・その他6戸）

○ 第３種住宅

ＬＳＡ用１戸（高耐－早川町）・多家族向１戸（中耐－桃山町第１）・巻12区住宅ほか31戸（旧巻町）

老人世帯向：松浜町（寿楽園）（16戸）・石山（10戸）・シルバーハウジング早川町（32戸）・二葉町第2（4戸）・小須戸大川前（シルバーハウジング）（11戸）
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住環境政策課

４　市営住宅構造別一覧表

住表‐４ 平成２８年４月１日現在

特公賃

木　造 簡　平 簡　２ 特　耐 中　耐 高　耐 小　　計 中　耐 高　耐 小　　計 木造 木造 簡　２ 中　耐 高　耐 小　　計

栄町 3 3 3

法花鳥屋 12 12 12

松浜町 10 20 150 180 120 120 300

（計） 13 20 162 195 120 120 315

桃山町第1 216 216 134 134 1 1 351

桃山町第2 48 48 48

秋葉通 165 165 100 100 265

藤見町第1 36 166 202 202

藤見町第2 147 147 147

新藤見 120 120 120

中山 50 50 190 190 240

物見山第１ 14 33 12 59 59

物見山第2 7 7 7

船江町 102 102 102

石山 188 260 448 448

平和台 149 149 149

松島 24 24 53 53 77

新石山 408 241 649 649

大山台 15 15 15

石山第１ 140 140 140

石山第２ 210 210 210

東区

合　計住宅名
公　　　　営 改　　　　良 第　３　種

北区

石山第２ 210 210 210

（計） 21 182 12 1,869 667 2,751 477 477 1 1 3,229

川岸町 24 24 24

日和山 40 40 79 79 119

関屋大川前 75 75 75

稲荷町 127 127 127

二葉町 23 23 23

二葉町第2 24 24 24

西湊町通1ノ町 14 14 44 44 58

西湊町通2ノ町 48 48 48

窪田町 39 39 39

ｼﾙﾊﾞｰﾊｳｼﾞﾝｸﾞ早川町 36 36 1 1 37

汐見台 52 24 52 128 128

宮浦 61 61 61

明石 49 49 49

（計） 92 24 162 362 640 79 92 171 1 1 812

曽野木 799 152 951 951

亀田東町 3 3 3

亀田向陽 71 71 71

亀田大月 36 36 36

（計） 3 835 223 1061 1061

江南区

中央区
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特公賃

木　造 簡　平 簡　２ 特　耐 中　耐 高　耐 小　　計 中　耐 高　耐 小　　計 木造 木造 簡　２ 中　耐 高　耐 小　　計
合　計住宅名

公　　　　営 改　　　　良 第　３　種

新津新栄町 24 104 128 128

新金沢町 58 58 58

新津田島 38 38 38

中新田 27 27 27

西島 26 26 26

小須戸文京町 70 35 105 105

小須戸本町 12 12 12

小須戸大川前 17 17 17

（計） 216 35 160 411 411

新鯵潟 48 27 75 75

（計） 48 27 75 75

寺尾第3 8 8 8

大野藤山 53 53 53

内野駅前 29 29 29

小針第1 54 54 54

小針第2 69 69 69

小針 18 18 18

小針ケ丘 18 18 18

小針西 36 36 36

（計） 8 248 29 285 285

巻１２区 2 2 2

巻１３区第１ 4 4 4

巻１３区第２ 4 4 4

巻１３区第３ 3 6 9 9

秋葉区

南区

西区

赤鏥 5 5 5

天神町 13 13 13

前田 7 7 7

巻1区 12 12 12

（計） 25 25 21 10 31 56

総計 326 294 106 3,436 1,281 5,443 676 92 768 21 10 1 1 33 6,244

西蒲区
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住環境政策課

5　 平成28年度主要事業

住表-5

事 業 の 概 要

　1　住宅建設事業

　平成27年度　　　　　　　基本構想

　平成28年度　　　　　　　基本設計

　平成29年度　　　　　　　実施設計（予定）

　平成30年度以降　　　　建設（予定）

　2　特定優良賃貸住宅供給促進事業  　●供給戸数　　1団地20戸 （※平成28年4月1日現在）

 　●供給戸数　　1団地39戸 （※平成28年4月1日現在）

　

 中堅所得者層に良質なファミリー向け賃貸住
宅を供給します。

  高齢者の安全で安心な住居を確保するため，
高齢者向け優良賃貸住宅の家賃の一部を補助
します。

　

　②　所   在   地　  新潟市中央区古町通13番町　地内

　③　50戸程度（予定）
高齢・子育て世帯向け

市営住宅整備事業

事  業  名 備　　　　　　　　考

　①  事 業 年 度　　平成27年度～

　3　高齢者向け
            優良賃貸住宅供給促進事業
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事 業 の 概 要

　ＵＩＪターンによる新潟暮らしを促進するため，
新潟県外からの移住・定住に合わせて住宅リ
フォームを行う方に，そのリフォーム費用及び転
居費用の一部を補助します。

　高齢者をはじめ誰もが安心して暮らせる住ま
いづくりを推進するため，分譲マンションの管理
組合が行う，共用部分のバリアフリー化工事費
の一部を補助します。

備　　　　　　　　考

（１）対象マンション
　　・マンションの異なる区分所有者の住戸の戸数が5以上であること
　　・バリアフリー化工事を行うこと及びその経費について，管理組合の総会決議
　　　により区分所有者の合意形成がなされていること
　　・本事業による補助金の交付を受けていないこと
　　・バリアフリー化工事の部分について，国，県その他の公共団体から補助金の
　　　交付を受けるものでないこと

（２）対象工事
　　・傾斜路の設置（段差の解消）　　　　・手すりの設置
　　・床のノンスリップ化　　　　　　　　　 　・視覚障がい者用床材の設置
　　・通路、開口部の拡幅又は改修　　　・エレベーターの設置又は改修

（３）補助率・額
　　バリアフリー化工事費の1/2　（１マンションあたり上限100万円）

（１）対象者
　平成28年4月1日以降，新潟県外から市内へ移住し，住宅のリフォーム工事を行う２人
以上の世帯

（２）対象経費
　下記①②の合計額
　①リフォーム工事に係る費用（必須）
　②転居に係る費用（①の額かつ20万円が上限）

（３）補助率・額
　ＵＩＪターン世帯：補助率1/2（上限50万円）
　空き家を活用したＵＩＪターン世帯：補助率1/2（上限額100万円）
※空き家の要件：一戸建てで，概ね3か月以上居住・使用のない空き家を
　　　　　　　　　　　平成28年4月1日以降に売買により取得すること
※リフォーム工事に合わせて耐震改修を行った場合，補助上限額をプラス100万円

　５　マンション共用部分
　　　　　　　　　　バリアフリー化支援事業

事  業  名

　４　ＵＩＪ支援
          にいがたすまいリフォーム助成事業
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事 業 の 概 要

　子どもを安心して産み育てられ，健康で幸せ
に暮らせる住環境整備を促進するため，既存住
宅のバリアフリー化・子育て対応リフォーム及び
それに併せて住宅リフォーム工事を行う方に，
その費用の一部を補助します。

　空き家の利活用の促進を図るため，福祉活動
や住み替えといった市が進める施策において空
き家を活用する場合に，そのリフォーム費用の
一部を補助します。

　７　空き家活用リフォーム推進事業

(１) 対象者
　自ら居住又は居住を予定している住宅において対象工事を行う個人

(２)対象工事
　①基本工事 ：下記のⅰ）又はⅱ）　（必須）
　　　　　　　　　ⅰ）既存住宅又はその敷地において行うバリアフリーリフォーム工事
　　　　　　　　　ⅱ）子ども部屋の増築・改修工事又は子どもの事故防止工事
　②プラス工事：基本工事と併せて行う居住環境・住宅機能の維持・向上のための住宅
　　　　　　　　　   リフォーム工事
※市内に本社，本店，支店若しくは営業所を有する法人又は市内に住所を有する
　 個人事業主に対象工事を発注すること

（3）補助率・額
　①子育て世帯 【中学生以下の子ども又は妊娠している方がいる世帯】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…対象経費の1/10（上限10万円）
　②三世代同居世帯 【子育て世帯と親世帯が同居している世帯】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　…対象経費の1/10（上限20万円）

事  業  名

(１) 対象となる空き家活用
○福祉活動活用タイプ：地域交流活動（地域の茶の間）
　　　　　　　　　　　　　　　高齢者向け共同居住住宅（シェアハウス等）
　　　　　　　　　　　　　　　共同生活援助（障がい者グループホーム）
○住み替え活用タイプ：子育て世帯，高齢者等世帯，障がい者世帯，一般世帯，
　　　　　　　　　　　　　　　マンション居住世帯
※空き家、補助対象者、工事内容などの要件の詳細は各タイプ・用途ごとに設定

（2）補助率・額
　福祉活動活用タイプ：補助率1/2（上限100万円）
　住み替え活用タイプ（子育て，高齢者等，障がい者）：補助率1/2（上限額50万円）
　住み替え活用タイプ（一般，マンション）：補助率1/2（上限額30万円）
※（住み替え活用タイプのみ）多世代同居，親子近居，多子世帯の場合，補助上限額を
　　プラス10万円。
※（各タイプ共通）工事に合わせて耐震改修を行った場合，補助上限額を
　　プラス100万円。

備　　　　　　　　考

　６　子育て支援
　　　　　　　健幸すまいリフォーム助成事業

101



事 業 の 概 要

　９　「すまいづくり教室」の開催 　●平成28年度予定
　　　開催時期　　H28.10月～１1月
　　　対象者　　　 新潟市内において住宅の新築・改築・改修等を考えている方
　　　対象人数　　50家族　100名程度
　　　講座内容　　「はじめての家づくり～計画から完成まで」「すまいにかかるお金」
　　　　　　　　　　　「地震に強い家づくり」「プランニングのいろは」「環境に優しいすまい」
　　　　　　　　　　　「リフォーム成功の鍵」「バリアフリー」「耐震改修」「メンテナンス」

　住宅の新築，改築，改修を考えている家族や
個人を対象に，すまいづくりに関する講座を開
催します。
　様々な住情報の提供を行い，住宅及びその
周辺環境をも含めた住環境について共に学
び，考えることで良好なすまいづくり・まちづくり
に向けた意識啓発を図ります。

　８　地域提案型　空き家活用事業 　空き家を資源としたまちづくりや地域コミュニ
ティの活性化を図るため，地域住民の主体的な
取り組みによる空き家の調査や活用・跡地活用
に係る費用の一部を補助します。

(１) 補助対象となる空き家に関する取り組み
【ステップ１】
●調査研究事業
　・対象者
　　　自治会，コミュニティ協議会，営利を目的としない団体（ＮＰＯ法人等）
　・対象となる取り組み
　　　空き家マップ・台帳の作成，空き家・跡地の活用計画の作成，地域のルール作り等
　・補助率・額
　　　調査研究費の1/1（上限額30万円）

【ステップ２】・・・ステップ１を実施したうえで
●空き家活用事業
　・対象者
　　　調査研究事業を実施した地区における以下の者
　　　　　①自治会，コミュニティ協議会，営利を目的としない団体（ＮＰＯ法人等）
　　　　　②調査研究事業等における空き家活用計画に位置付けられた空き家の所有者
　・対象工事・補助額
　　　改修工事費の1/2（上限額100万円）
　　　※リフォーム工事に合わせて耐震改修を行った場合，補助上限額をプラス100万円

備　　　　　　　　考

●跡地活用事業
　・対象者
　　　調査研究事業を実施した地区における以下の者
　　　　　①自治会，コミュニティ協議会，営利を目的としない団体（ＮＰＯ法人等）
　　　　　②調査研究事業等における跡地活用計画に位置付けられた空き家の所有者
　・対象工事・補助額
　　　除却工事費の1/2（上限額50万円）

●ＵＩＪターン促進モデル事業
　・対象
　　ＵＩＪターンによる移住・定住の促進に取り組むモデル地区
　・活動支援金（報償費）
　　空き家を活用した移住一世帯あたり10万円

（２）その他
・空き家活用事業・跡地活用事業においては，地域の活性化に資するものであり，事業
後一定期間（10年間）は地域（活用主体）が管理するものであること

事  業  名
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１　確認申請
建行表－1

確認申請類別件数 （単位：件） 確認申請類別件数グラフ
平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

建築物 3,930 4,186 4,728 4,072 4,119

工作物 124 151 156 138 109

建築設備 77 100 130 68 111

計 4,131 4,437 5,014 4,278 4,339
　　工作物：建築基準法第88条の煙突、広告塔、高架水槽、擁壁等の工作物

　　建築設備：建築基準法第87条の2第1項の昇降機及び建築設備

　　　　　　　　　※昇降機及び建築設備は1基を1件とする。

建行表－2

月別確認件数（建築物） （単位：件） 月別確認件数グラフ（建築物）
平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

4月 301 365 407 308 378

5月 412 354 452 369 372

6月 391 384 432 371 326

7月 486 386 510 408 430

8月 251 376 427 317 321

9月 298 327 405 380 388

10月 313 354 477 358 382

11月 413 394 462 356 302

12月 309 308 358 314 275

1月 198 251 266 230 269

2月 247 313 245 255 304

3月 311 374 287 406 372

合計 3,930 4,186 4,728 4,072 4,119
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建行表－3

法区分別月別確認件数 （単位：件）

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

4月 29 20 21 3 6 3 28 13 27 347 269 327

5月 29 14 17 6 1 3 39 29 31 378 325 321

6月 17 28 28 3 6 2 29 27 26 383 311 270

7月 34 34 25 7 6 8 42 33 31 427 335 366

8月 28 18 19 3 4 2 31 20 21 365 275 279

9月 33 31 29 0 2 1 27 27 30 345 320 328

10月 41 24 32 2 3 3 28 34 33 406 297 314

11月 32 33 25 8 6 3 28 31 21 394 286 253

12月 24 25 15 2 3 6 45 24 25 287 262 229

1月 25 21 7 3 1 3 17 20 12 221 188 247

2月 13 15 16 0 3 2 23 21 25 209 216 261

3月 14 21 30 3 11 8 18 26 22 252 347 312

合計 319 284 264 40 52 44 355 305 304 4,014 3,431 3,507

建行表－4

月別新設住宅着工戸数 （単位：戸） 月別新設住宅着工戸数グラフ
平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

4月 310 376 436 374 501

5月 317 404 491 462 561

6月 475 329 243 364 524

7月 657 512 290 639 475

8月 414 374 612 447 414

9月 322 390 1,117 476 556

10月 319 534 882 648 495

11月 397 562 747 370 454

12月 479 285 374 624 465

1月 518 160 311 307 272

2月 295 341 378 319 305

3月 328 487 422 588 427

合計 4,831 4,754 6,303 5,618 5,449

出典：新潟県建築統計月報

1号建築物 2号建築物 3号建築物 4号建築物

100㎡超の特殊建築物
木造の建築物で

3階建て以上または500㎡超など
木造以外の建築物で

2階建て以上または200㎡超
1～3号以外
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公共建築第１課・第２課

消防局・中央消防署（平成27年10月竣工） 市役所ターミナル（平成27年5月竣工）

建物外観（東北面）建物外観（南面）

　

南万代小学校新校舎（平成28年3月竣工） 木戸小学校１期新校舎（平成27年12月竣工）

体育館夜景

建物外観（東北面）

屋上プール

普通教室・多目的スペース

建物外観（南面）

児童昇降口

普通教室・多目的スペース
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１　受託事業
年度別発注状況

委託件数及び金額          　　　（単位：千円）

合　　計
件数 委託金額 件数 委託金額 件数 委託金額 件数 委託金額 件数 委託金額

平成23 公共建築第１課 26 445,825 1 40,530 17 195,696 4 13,388 48 695,439
公共建築第２課 32 253,332 2 31,500 55 356,643 5 16,767 94 658,242

計 58 699,157 3 72,030 72 552,339 9 30,155 142 1,353,681

平成24 公共建築第１課 30 497,630 1 10,941 17 154,652 5 25,662 53 688,885
公共建築第２課 51 365,975 2 35,225 42 378,042 9 22,074 104 801,316

計 81 863,605 3 46,166 59 532,694 14 47,736 157 1,490,201

平成25 公共建築第１課 41 350,609 0 0 20 205,016 6 17,546 67 573,170
公共建築第２課 60 286,041 0 0 46 204,091 1 2,971 107 493,103

計 101 636,650 0 0 66 409,107 7 20,517 174 1,066,273

公共建築第１課 11 98,906 0 0 23 132,870 1 5,238 35 237,015
公共建築第２課 84 209,966 0 0 45 186,488 1 4,374 130 400,828

計 95 308,872 0 0 68 319,358 2 9,612 165 637,843
公共建築第１課 16 173,588 0 0 3 27,130 3 11,664 22 212,382
公共建築第２課 26 127 418 0 0 50 165 488 0 0 76 292 906

その他委託
年度

監理委託基本設計

平成26

平成27

設計委託

公共建築第２課 26 127,418 0 0 50 165,488 0 0 76 292,906
計 42 301,006 0 0 53 192,618 3 11,664 98 505,288

工事件数及び金額          　　　（単位：千円）
建築工事 電気設備工事 機械設備工事 合　　　計

件数 工事金額 件数 工事金額 件数 工事金額 件数 工事金額
平成23 公共建築第１課 74 6,581,077 22 1,217,643 60 1,945,545 156 9,744,265 　 　

公共建築第2課 105 15,424,390 38 2,027,816 81 2,383,936 224 19,836,142
計 179 22,005,467 60 3,245,459 141 4,329,481 380 29,580,407

平成24 公共建築第１課 67 7,435,322 18 1,412,198 49 2,181,396 134 11,028,916 　 　
公共建築第2課 84 17,192,382 29 1,922,016 75 2,475,193 188 21,589,591

計 151 24,627,704 47 3,334,214 124 4,656,589 322 32,618,507
平成25 公共建築第１課 74 9,002,397 28 1,516,134 57 2,182,881 159 12,701,412 　 　

公共建築第2課 82 8,172,777 31 964,204 62 1,545,358 175 10,682,339
計 156 17,175,174 59 2,480,338 119 3,728,239 334 23,383,751

公共建築第１課 80 4,465,796 28 943,964 56 1,341,547 164 6,751,306 　
公共建築第2課 70 6,054,414 39 1,155,328 52 1,910,897 161 9,120,639

計 150 10,520,210 67 2,099,292 108 3,252,444 325 15,871,945
公共建築第１課 33 1,821,280 7 233,172 22 416,038 62 2,470,489 　
公共建築第2課 107 4,804,466 40 754,002 30 852,455 177 6,410,923

計 140 6,625,746 47 987,174 52 1,268,493 239 8,881,412

平成27

平成26

年度

平成27
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平成２７年度　受託工事概要　（公共建築第１課） 　　　　　　　　（単位：千円）

施設区分 工事件数 工事金額 施設区分 工事件数 工事金額

〈一般行政施設〉 〈公営住宅〉  

建設工事 15 1,445,710 ・消防局・中央消防署 改修工事 11 118,228 ・新鯵潟住宅新鯵３～５棟

（H25年度からH27年度継続） （外壁改修）

・（仮称）内野地区集会施設 ・日和山住宅Ａ・Ｂ棟

（H27年度からH28年度継続） （屋外排水設備）

・新田清掃センター　関連施設 　 　

（建設） 〈福祉施設〉 　 　

・中部下水処理場　関連施設 改修工事 15 156,384 ・新津健康センター

（建設） 　 　 　 （空調設備）

・じょんのび館

改修工事 11 231,422 ・横越出張所 （浴室天井）

（外壁・屋上防水）

・ふれあい健康センター 解体工事 2 126,414 ・旧横越中央保育園

（改修） （解体）

　 　 ・新津西部第１排水区北上ポンプ場

（耐震補強） 〈社会教育施設〉

改修工事 3 50,652 ・新潟市美術館

解体工事 2 67,781 ・旧江南消防署 （中央監視装置）

（解体）

・中央消防署文京出張所 〈その他〉 　 　

（解体） 建設工事 3 273,899 ・内野駅前広場　シェルター・駐輪場

（建設）

合　　　　計 62 2,470,489

主要施設名 主要施設名
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２　避難・防災拠点耐震化事業

年度別発注状況 （単位：千円）

件数 件数 件数 件数 件数

54 11 8 14 87

39 23 22 43 127

11 40 24 40 115

2 19 15 46 82

0 0 19 34 53

３　公共建築物保全適正化推進事業

事業実施状況

金額 金額

工事監理 耐震補強工事 合計

金額

平成23年 144,674 32,414

年度
耐震診断 耐震補強設計

金額 金額

1,145,021

11,130 226,497 414,714

平成24年 119,990 70,354 33,638 643,225 867,207

3,154 123,850 40,627 1,541,355 1,708,986

平成25年 50,138 136,005 44,097 914,782

　「新潟市建築物耐震改修促進計画」に基づき，避難所に指定された建築物，災害時の避難所や応急対策活動の拠点となる防災上重
要な建築物と多数の市民が利用する大規模な建築物について，耐震診断，耐震補強設計及び耐震補強工事を行い，平成２７年度末ま
でに耐震化率100％を達成し、事業を完了しました。

　市保有施設の老朽化に伴う維持修繕・改修・改築費用が増大することが予想されており、厳しい財政状況において既存の施設を現状の規模で
維持していくことは困難な状況にあるため、中長期的な視点に立ち、計画的かつ効率的な維持保全を実施することで施設の長寿命化を推進する
とともに、投資平準化を図ります。

年度

平成26年

平成26年

保全工事・設計の実施概要

・保全工事を10施設で実施

・次年度工事設計を６施設で実施
平成27年

事業の概要

・長寿命化指針の策定

・中長期保全計画（案）の策定

・「新潟市公共建築物長寿命化指針」の公表

・「新潟市公共建築物保全計画」の公表

平成27年 0 0 53,792 1,745,292 1,799,084
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